市民ネットワーク北海道　議会通信　NO.145(2026.2)


北海道議会　2025年第4回定例会（11月26日～12月12日）　　12月2日　　一般質問　　石川　佐和子　

　
	　質　　　　問　（抜粋）
	答　　　　　　　　弁

	１．泊発電所3号機の再稼働について
(1) 知事の政治姿勢について
・議会開会前日、一会派の会合に副知事が出席し、知事の考えを伝えたとのことから「知事、泊再稼働容認へ」という報道があった。道政の最重要課題に対する知事の考えが、議会開会前日に報道されることは、議会軽視と言わざるを得ない。我が会派は二元代表制の一翼として、知事と是々非々で真摯な議論に努めてきた。二元代表制に対する知事の認識について改めて伺う。
・泊発電所の再稼働に関する質疑で、原子力規制庁の許可前は予断を持って申し上げる状況にない、そして許可後は総合的に判断すると、知事は再三繰り返してきたが、その結末が、今回の容認報道では、議会として到底看過できるものではない。知事は、この度の報道をどう受け止め、また、これまで自らの言葉で真摯な議論を尽くしてきたという認識をお持ちか、あわせて伺う。

(2) 連合審査会の質疑について
道内の科学者らが、原発敷地内の活断層の存在などについて、規制委員会と異なる指摘をし、査読付きの学術論文として権威ある「活断層研究」に掲載された点について、規制庁は「無視ではなく、中身を見た上で、考慮の必要がないということを判断した。」との答弁であったが、この見解について、知事の所見を伺う。また、道民である科学者の見解との相違について、確認する必要があると考えるが、併せて所見を伺う。
(3) 知事の判断基準について
賛否にとどまらない多様な意見を住民説明会等で伺ったとのことだが、知事はそもそも道民に再稼働の賛否を問うていない。寄せられた意見のみで、道民意見を自らの優先順位で推し量ろうとしており、これは道民意見の軽視であり、知事として不適切な行為と考えるが所見を伺う。また、柏崎刈羽原発の再稼働の是非に関し、新潟県は、県民意識調査や公聴会を開催しており、道の手法より丁寧な把握方法だ。他県の例を参考にするのであれば、道民意識調査を実施すべきと考えるが、実施しないのであれば、その理由は何なのか、住民説明会で道民意見の把握は十分と考えているのか、併せて所見を伺う。
(4)知事の判断について
道は、連合審査会の 11 月 21 日の集中審議においても、道議会や関係自治体、道民の皆様の声などを踏まえ、総合的に判断すると、一貫して同様の答弁に終始していた。それが、たった１週間後の28 日の一般質問で唐突に、原発の活用は当面取り得る現実的な選択と述べるにあたっては、議会や関係自治体、道民の意見をどのように踏まえたのか明確にお答えください。このような唐突感で、十分なプロセスを踏んだと言えるのか、議会議論が本当に尽くされたと考えているのか、改めて伺う。
(指摘)
知事は、最初の答弁で、「道議会としっかり議論をさせていただきたい」と述べられた。再稼働の判断にあたり議論を尽くすために、徹底した情報公開を含め、しっかり知事ご自身の言葉で説明責任を果たし、真正面から道民と議会と向き合うことを強く強く指摘する。
２．高レベル放射性廃棄物の最終処分地選定について
道がＮＵＭＯに提出した、文献調査報告書への意見書への回答はないと思うが、知事はこの対応をどう受け止めているのか伺う。連合審査会ではエネ庁が、現状の手上げ方式の他、国の申し入れ方式も追加し、加えて、国による全国調査による適地選定の意見も参考に不断に考えていくとの答弁があったが、知事の受け止めを伺う。また、国に対し、道条例の趣旨を説明し
ているのか。条例の趣旨を踏まえるのであれば、国からの意見照会を待つのではなく、今から国に反対の意向を伝えるべきではないのか、知事の考えを伺う。
３. 2026年度(令和8年度)重点政策について
来年度は、知事2期目の任期最終年度であり、締めくくりとなる政策予算だ。任期の折り返し時点で、公約の達成状況を伺ったところ、全てに対して着手したと答弁された。そこで現状の達成状況を伺うとともに、来年度、何を重点に予算編成にあたるのか、知事の考えを伺う。
４. 子どもの権利の理解を広める取り組みについて
北海道こども基本条例において、こどもの意見が尊重され、最善の利益が優先して考慮されることなどが規定され、北海道の子どもの人権施策に期待するところ。しかし、学校教育において小学校では、国が子どもの権利条約を批准したことは学ぶが、生きる権利、成長する権利などを自分ごととして捉えることは難しいのではないかと考える。子どもの教育は、子どもの人格や才能、精神的・身体的な能力を可能な最大限まで発達させ、人権の尊重の育成を目的としている。教師による研究授業を行うなど子どもの権利の理解を深めるためにも、権利そのものについて学ぶ機会を作るべきと考えますが、認識と今後の対応について、知事及び教育長の所見を伺う。
５．動物愛護の取り組みについて
道東地域では野犬の捕獲体制、収容施設、犬の世話する人材確保などが課題となっている。保健所や動物愛護センターからあふれた犬は、飼養施設のない市町の捕獲檻に入れられたままで、糞尿まみれなどを見るにみかねてボランティアが手助けしており、道は現状認識を改めるべきと考えるが見解を伺う。野犬対策は道東の広域的な問題となっており、中標津町議会では今年の9 月議会で野犬被害への対応と保護体制の確立を求める意見書が採択され知事あてに意見書が送付されております。　　道東地域において野犬対策を市町村任せにせず、北海道動物愛護センターをしっかり機能させるなど、道が主体となって実効性のある体制を早急に構築するべきと考えるが見解を伺う。
６．国の総合経済対策について
物価高が長期にわたり継続しており、道民生活や企業活動に影響が生じている中、早急に対策を講じる必要がありますが、知事は、いつまでに補正予算を策定し、議会に提案するのか、伺う。
７．メガソーラーなど違法な開発行為について
先日、知事が発出された法令遵守のメッセージは、当たり前の対応で足りるという見解と受け取れる。一方で道は、北海道ＧＸ推進のために、事業者に向けた税制優遇措 置を講じております。国内最大のポテンシャルを有し、今後の開発が見込まれる中で、悪質な開発を規制するために、また、道民の理解を得るためにも、法令の枠組みを超えた対応が求められている。他県でも検討されているように、森林等の大規模開発に対する課税強化など、道が単独でも実施可能な施策について、道としても検討すべきと考えるが見解を伺う。
８．パワーアップ事業について
第７期北海道農業・農村振興推進計画の素案が示され、今後、我が国の食料安全保障に最大限貢献するためにも、引き続き基盤整備の重要性が求められている。知事は、事業の継続を表明しているが、これまでの取組をどう受け止め、今後どう対応するのか、所見を伺う。
	１.
(1) (知事）
・道議会との関係については、地方自治を進める上で、議会と知事は、二元代表制の両輪であり、相互に連携し、活発な議論を重ねながら、道政を推進させていくことが重要だ。私としては、泊発電所3号機の再稼働の判断は道政上の重要な課題であり、道民の代表である道議会の皆様としっかり議論させていただきたいと考えている。
・道議会との議論などについては、先日、担当副知事が特定会派の会合に出席し、代表格質問で、泊発電所3号機の再稼働に関する知事の考え方を述べることを説明したことに対し、様々な報道がなされたものと承知している。泊発電所に関しては、道としては、これまでも、道民の代表である道議会の皆様との質疑を通じ、その時々の状況に応じた考えを伝えてきたところであり、今定例会においても、私の考えを示し、議論させていただきたいと考えている。
(2)（危機管理監）
原発の安全性についてですが、原発の安全性の確保については、規制責任を担う原子力規制委員会において、最新の知見を反映した新規制基準に基づき、審査・確認を行うことが重要であり、また、その結果についても、原子力規制委員会が責任を持って説明を行うべきものと考えている。今後、新たに得られる知見については、いわゆるバックフィット制度により、安全規制に取り入れ、継続的な安全向上が図られていくべきものと考える。その上で、先日の連合審査会における原子力規制庁の見解については、新規制基準に基づいて、原子力規制委員会において事業者による評価の妥当性を確認した結果について答弁したものと受け止めている。
(3)（知事）
原発の再稼働に関し、先行県においては、それぞれの考え方や手法に基づき、県民の皆様の意見を聴取しており、島根県や宮城県、佐賀県、鹿児島県、愛媛県、福井県では、いずれも県民意識調査は実施されておらず、説明会については、一部を除き立地自治体及びＵＰＺ圏内の自治体でのみ開催している。一方、新潟県においては、柏崎刈羽原発が、福島第一原発事故を起こした東京電力が事業主体であることや、発電している電力が基本的に新潟県内で使われないといった、他の先行県とは異なる事情がある中、県民意識調査を含め、様々な対応をされたものと認識している。こうした中、道では、泊発電所3号機の再稼働に関する道民の皆さまの関心が高いことから、岩宇4町村やＵＰＺを含む後志管内に加え、道内６圏域においても説明会を開催した。道としては、説明会でいただいた多数の意見や質問と、それに対する回答を通じ、再稼働に関し、道民の皆様の関心が高い事項や、それに対する国や北電の考え方がより明確になったと受け止めている。私としては、こうした説明会などで道民の皆様からいただいた意見や質問、また、経済団体や市民団体の方々からいただいた要望などを参考とし、加えて、私が実際に泊発電所を訪問し、現地で安全対策について直接確認したいと考えており、引き続き、道民の代表である道議会の皆様としっかり議論したいと考えている。
(4) (知事)
泊発電所の再稼働についてですが、道では、後志管内7箇所や道内6圏域で説明会を開催し、住民の皆様から賛否だけにとどまらない多様なご質問やご意見等を伺うとともに、後志管内の市町村に対しても、文書により幅広くご意見やご要望等をお伺いし、現在、結果をとりまとめているところ。また、地元4町村長がそれぞれ、再稼働への理解を表明された。私としては、泊発電所の再稼働の判断は、道政上の重要な課題であり、道民の代表である道議会の皆様と今定例会において議論させていただきたく私の考えを示した。
２.（経済部長）

・最終処分についてですが、パブリックコメントに寄せられた意見に対する見解書については、現在、ＮＵＭＯにおいて取りまとめを進めているものと承知しており、まずは、どのような見解が示されるか注視していく。また、道では、現在の選定プロセスは、市町村の発意を主とし、最適な処分地選定という観点から課題があり、また、実質的に地域に調査地区等の選定に係る決定を委ねていると認識しており、国に対し、全国の適地を調査し候補地を絞り込むとともに、広く住民の皆様に丁寧に説明し理解を得るなど国に対し、処分地選定プロセスの見直しについて、パブコメ等を通じ積極的に求めているところ。最終処分法では、概
要調査に移行しようとする場合には、その時点において、知事は、意見を聴かれることとなっており、道としては、文献調査終了後、仮に概要調査に移行しようとする場合には、道の条例の趣旨も踏まえ、現時点で反対の意見を述べる考え。なお、条例の趣旨については、国にも伝えている。
３．（知事）
来年度に向けた政策検討についてですが、私が公約に掲げた基本政策については、道として全て着手しており、例えば、次世代半導体製造パイロットラインの稼働や、大規模データセンター建設をはじめとしたデジタル関連産業の集積が進みつつあるなど、エネルギー・デジタル・食といった本道のポテンシャルを活かした政策を推進してきたところ。こうした中、国においても、今後、危機管理投資や成長投資の取組を強化するとしており、来年度の予算編成に向けては、人口減少社会を前提に、AI-DX時代に即した効率化・省力化等により誰もが安心して暮らし続けられる地域づくりを目指すとともに、本道が強みを持つ分野における我が国への貢献を一層明確にしつつ、北海道の成長につながる未来への投資に行財政資源を振り向けていくことが重要と考えている。
４. (子ども応援社会推進監)
子どもの権利を学ぶ取組についてですが、道では、北海道こども基本条例に、子どもの権利について道民の理解促進に努めることを規定し、これまで、生きる権利や意見の表明等に関する各種広報活動などを実施してきている。 昨年、子どもたちを対象に実施したアンケート調査 では、子どもの権利に関する理解が低かったことから、年齢や発達の状況に応じ、子どもたちが学校をはじめとする日常生活の中で、自らの権利について学ぶことができる機会を充実させていくことが重要。道としては、現在、北海道こども施策審議会の意見を伺いながら子どもの権利等を学べるハンドブックの作成作業を進めており、今後、教育庁と連携をし、教育現場での効果的な活用を図りますとともに、小中高校で実施している子ども政策に関する出前授業の場等で、子どもたちが自らの意見を表明する機会を数多く設けるなどして、子どもたちが権利を学び、実践する環境の整備に取り組んでいく。
５．（知事）

動物愛護の取組に関し、野犬の収容などについてですが、市町村により捕獲された野犬は、人慣れが難しく、一般の方に譲渡をできるまで多くの時間や労力を要し、一部の地域では、保健所の収容能力を超過する状況もあり、一時的な飼育や譲渡など市町村や動物愛護団体の方々にご協力をいただいており、道をはじめ関係者の方々が実状を把握しながら、連携して対応することが重要と認識している。道としては、動物愛護センターや地元自治体のほか、獣医師会や愛護団体の方々と連携を一層密にし、飼い主の皆様への指導や捕獲した野犬の管理方法など、関係者間で現状や課題を共有しながら、野犬対策に取り組んでいく。
６．(知事)

道民の皆様の生活や事業者の方々の経営環境は、大変厳しい状況が続いていると認識しており、これまで道では、「物価高緊急経済対策」に加え、既存施策を最大限活用した支援を実施してきた。こうした中、先月21 日に、国の総合経済対策が策定されたことから、道では、25 日に経済対策推進本部会議を開催し、私から、道としてできるだけ早く支援をお届けできるよう、道民の皆様や事業者の方々に寄り添った対策の検討を加速するよう指示したところ。道としては、国の補正予算の動向を見つつ、国が示す交付金の推奨事業メニューを参考に、これまでの事業の活用状況や効果の検証結果はもとより、支援を必要とする方々の実情やニーズなどを踏まえ、引き続き、既存施策で実施可能なものを速やかに展開するほか、国による全国一律の取組や市町村による地域独自の取組との連携・補完も意識しながら、必要な対策の検討を加速していく。
７．(知事)

違法な開発行為に関し、道の対応などについてですが、道としては、再エネの導入に関し、地域との共生の視点が、大変重要と認識しており、事業者の方々に関係法令の遵守は絶対、法令違反には厳正に対処、地域との共生が大前提との3原則を示し、その遵守を強く求めるメッセージの発信に加え、法令違反が発覚し、中止勧告に従わない場合は、中止命令の発出といった厳しい措置をとっていく考えのもと、悪質性が高いと判断される事案については、行政指導を経ずに監督処分を実施できるよう、関係法令の運用の見直しを行った。また、昨日、私は環境大臣と面談し、早期に実効性のある規制強化などを強く求めたところ。道としては、引き続き国の検討状況も注視しながら、地域と共生する事業が進められるよう取り組んでいく。
８．(知事)

農業農村整備における農家負担軽減対策についてでありますが、本道の農業・農村が持続的に発展し、今後とも食料を安定的に供給する役割を果たしていくため には、農業農村整備を着実に推進することが重要であり、道では、農家負担を軽減するためのパワーアップ事業を措置し、整備の促進に取り組んできたところ。道では、本事業の実施により、農地の大区画化や排水対策などの整備が促進され、農作業の効率化が実現し、後継者の確保につながったほか、農作物の品質向上や高収益作物の導入により農業所得の向上が図られるなど、本事業が地域農業の振興に寄与しているものと認識している。道としては、今後とも、国の予算編成の動向を注視しつつ、農業農村整備を計画的かつ効果的に推進していけるよう、パワーアップ事業を継続したいと考えており、具体的な内容を取りまとめていく。


2025年度北海道一般会計補正予算、北海道税条例の一部を改正する条例等27議案が可決されました。一般会計補正予算は、LPガスと特別高圧電力の利用者支援、福祉灯油事業支援、ヒグマ対策費等の276億3,925万円を追加。知事が自民党・道民会議の議員の一般質問での答弁で、泊原発3号機の再稼働の同意を表明したことから、民主・道民連合が「北海道電力泊発電所3号機再稼働における拙速な同意の撤回と十分な審議時間の確保を求める決議」また、北海道結志会が「北海道のエネルギー供給体制の確立と泊発電所3号機再稼働について慎重審議を求める決議」を提案しましたが否決されました。生活クラブ運動グループが会派回りをし、保健福祉委員会が提案した「2027年度介護保険制度改正に向けた意見書」など意見書案5件が可決されました。
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